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図表3－2－9 拠出金算定対象者数  

国共済＋地共済  

差     割合   実績    再計算   差     割合  項目  年度  厚生年金       実績    再計算                        ①     ②  ① （卦 ：（①－②）／②   ①     ②   ①② ：（（D②）／②   

平成   百万人  百万人  百万人  ％  千人  千人  千人  ％  

40．0  39．5  0．5  1．3  5，588  
拠出金算定  
対象者数合音  40．1  39．6  0．5  1．3  5，511  

: 17 41．8  39．6  2．1  5．4  5，616  5，490  125  2．3  

: 15 30．4  29．8  0．6  2．0  4，171  

30．6  29．9  0．7  2．3  4，125  

31．0  30．0  1．1  3．6  4，084  4，083  0  0．0  

9．6  9．7  △0．1  △1．0  1，418  

9．5  9．7  △0．2  △1．9  1，386  

j 17 10．7  9．7  1．1  11．0  1，532  1，407  125  8．9   

国共済  地共済  
項目  年度         実績    再計算   差     割合   実績  再計算   差  割合  

①     ②   ①－② 書（①②）／②   ①  ②   ①②  （〔D②）／′②   

平成   千人  千人  千人  ％  千人  千人  千人  ％  

1，502  4，086  
拠出金算定  
対象者数合計  1，486  4，026  

: 17 1，519  1，507  12  0．8  4，097  3，983  113  2．8  

: 15 1，060  3，110  

1，054  3，072  

1，049  1，048  0  0．0  3，035  3，035  0  0．0  

442  976  

432  954  

: 17 471  459  12  2．6  1，062  949  113  11．9   

私学共済  国民年金  
項目  年度         実績    再計算   差     割合   実績    再計算   差     割合  

①     ②   ①－－②：（①②）／②   ①     ②   ①－②：（（D－②）／②   

平成   千人  千人  千人  ％  百万人  百万人  百万人  （ポ，  

494  11．8  11．7  0．2  1．4  
拠出金算定  
対象者数合言  500  11．7  12．3  △0．6  △4．8  

: 17 523  505  18  3．6  11．7  12．7  △1．0  △7．6  

15  393  

16  399  

17  406  400  7 1．6  

注1国民年金の拠出金算定対象者は、第1号被保険者（任意加入被保険者を含む）に係る分である。   
注2 平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措置が講じられた。、  
注3「国共済」地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した、－  
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第3章  

エ 基礎年金拠出金  

各制度の基礎年金拠出金は、全制度共通の算定対象者1人当たりの単価と各制   

度の算定対象者の人数によって定められるので、基礎年金拠出金単価と基礎年金   

拠出金算定対象者致それぞれの蔀離状況によって、基礎年金拠出金の釆離状況も   

決まってくる（医l衷3－2－10）。  

図表二i－2－10 基礎隼金拠日金（牛細りl副塵負担分を除く）  

国共済＋地共済  国共済  
差 ：割合  実緒（確定値）：再計常  差 i 割合  実績（確芹隠：再計簡   差 i 割合  基礎年金 拠出金  厚／l二年金         貫績〔確ポノ酎i再計算                  1    セ、  ！ 二、、三（∴主J昔卜宣－  j二    隼   ‡二志・し！十こ妻．）ト妻）  ∴主＼   ぷ   エ妻：・りノトと了り∴2   

平成   兆P】  兆「T】  兆円  憶Pj   博一ユ】  憶円  億円   億円  憶門   

15   10．7  10．6  0．0  0．4   14，914  1，009   

16   11，0  10．H  O．2  1．8   15，161  4，087   

11．5  1l．1  0．4  3．7   15，49015，こう85  105   0．7   4，190 4，22こう  △32 ∠ユ0．8   

私  ≠共済  国民年金  
差 ： 割合  葛婚（確言憎）こ 再計簡    差 ： 割合  害繕（確声値）：再計簡   差 ： 割合  

基礎年金 拠出金  地典済           箋楕（確7打直）：再計斡                      了ユ    ニ≧   1ノ、←ノ：り：≧こ）ノ宕  二1 皇 皇二、≧′、．し皇′、壱J）ノ′：蓑  1  iご1、2ノ て（ニ盲．妻二トぷ 

平成   僚円  債H  億円  億円   情円   債円  （H 兆円    兆円  兆円   

15  10，905  1，こi19  3．2   3．1  0．0   0．4   

16  11，07′1  1，376  こう．2  3．4  △0．1 ∠△4．3   

田  11，：う00 11，162   1：う8   1，2   1，‘4上13 1，414  28   2．0  3．2  ニi．5  △0」う △9．1   

住 国共済・勅共済守一実績にノ穴、て【L年金数理部会にて推計Lた  
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第3章◆平成嘩   
（10）積立金  

平成17年度の積立金は、すべての制度で将来見通しを上回った（図表3－2－11）。  

実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合は、厚生年金（時価ベース）が6．2％、  

国共済＋地共済が2．2％、私学共済が2．8％、国民年金（時価ベース）が11．0％と  

なっている。 国共済及び地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを上回って  

おり、その割合は、国共済0．4％、地共済2．6％となっている。  

図表3－2－11積立金  

厚生年金  国共済十地共済  

差    割合   実績  再計算   差    割合  
年度末 積立金        実績；実習計： 再芸算  ①②：（①一②）／②   ①  ②   ①夏、：（①②）／②   

平成   兆円   兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   

15  465，235  

［135．9］［174．6］   17l．3  3．3  1．9  ［467，780］  

16  467，652  
465・061  

2，591  0．6  

［138．2］［17l．1］   167．5  3．6  2．2  ［475，228］   10，167   2．2  

17   

［140．3］［174．2］163．9（164．0） （10．2） （6．2）  荒業］465・226（465・339）…三？：喜喜喜三  

年度末  
国共済  地共済  

積立金  実績        再計算   実績  再計算   
差  割合  

①  ②   差  割合                      ①－②  （①②）／②   ①   ②   ①一壇：  （①一②）／②   

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   
15  86，938  378，297  

［88，175］  ［379，605］  

16  △  
87，175  

［   

377，886   
，  ［］   

17  
87・175（87・206）（4： 378，051（378，133）冒 

［］ ］ （ 

年度末  
私学共済  国民年金  

積立金  実績  再計算   差    割合   再貨   差    割合  
①  ②   ①②：（①【②）／②  実績；実習計＝  ①②：（①②）／②   

平成   億円  億円  億円  ％   兆円   兆円  兆円  兆円  ％   
15  31，802  9．9  

［32，242］  ［9．7］［lL7］   11．3  0．5  4．0  

16  
・；…  

●  9．7  

．．   ．．  ［9．7］［11．7］ 1LO   O．7  6．7  

17  32・263（32・273）（2： 
9．2  

］ ［9．7］［12．0］ 10．8（10．8） （1．2）（11，0）   

注1厚生年金、国民年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2［］は、時価ベースの値である。なお、平成15～17年度の厚生年金・国民年金の実績の［］の値は、旧年金福祉事業円からの承継資  
産に係る損益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る増  
益分の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により按分することにより行っている  

注3 再計算の平成17年度の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映L  
た加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注4「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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（11）帝離の要因  

財政収支の実績と将来見通しの乗離について、各制度が年金数理部会に報告し  

た要因を次にまとめておく（図表3－2－12）。各制度とも運用利回りの実績が高か  

ったことを範離の要因に掲げている。  

図表3－2－12 財政収支 一平成17年度－  

暇  人  支  出  
区分  収支桟  年官吏  

保険料収人  基礎年金 ノ之ノ十全  運呵収益  そノ）仇   吾十   給付費  基礎年金   そげ）他   吉十   績立金  
拠出金  

㌍〃  兆ト⊥  兆ト  井隼  沌上  兆仁  粥半二  兆ト⊥二  兆ト」．  兆卜王  
実績推計   コ1．0  10．十   1．6  ．ニib．0〕   ご1．1   11．3   0．ご   こう∴5  ニ ニう．4］  17、1．：  

見通し   コ0．H  ：う．〔）   1．b  己8．3   ご0．tう  11．1   0．ご   ：＝．9  ∴：う．6  ユ6こi．9  

雲締 邑1萌しL什   1．0  巳1H∴う   t）．う  コb．9  1．b  ∠∴17．8   1．9  ／、＼195．8   6．こぅ  

厚  ・確保純音虻  盲目庫軍畑回  索命ソ伸∵  
生  憎リn  ′L男  冒通Ll  

牢  甲通JL  見通⊥、  ごり軽電伸長ト   
1二見，1∴1り  

llり二■  

1∵程嗜増肝  

金  
王／了要Lモ】  

1．1縫直軍f11 

胃∴虐Lしj  

ご程暦Jた丁－  

7；■   イ官F   博ド   慣「   僧乍   億円   僧巧   僚F   イ育F   億円   億F  
′実緒  10，ご90  1，6・10   コ．4ご二j  7，49コ  ごl，射5  1〔），bリ：う  」1，コ01   射）5  ご1∴共柏   54〔）  パ7，580  

同 典                                                   冒一遍し   10，ご49  1∴沌1   1∴i7巳   7，7ニう8  ご0．りご1  1ヒ），b70  4∴ご⊥i   ご8  ご0，！）：1   0  d7，175   

済  考接 見⊥示し b   0．4   う．1   7（）．5  こ↓∴   i．4   0．1  ∧0．5  1こう1i．丁   l＋十  0．5  

差′うl生した   ・粗き員数  ∵塵斥け回iノ  ・町政憫整 卿出金耳＝、  ・J青首t′  

主な要匡  】主用媚  
健F   條：1 」肯r「   僚「   博耳   億羊   億F   億F   億隼   億牢   億円  

案絹  こ机），〔）9リ  こう，T18   1」i，bO4  1三），759  b3，180  ・1こ」リ15  11∴エ沌  l．576  55，716  7，464  3と主8，0とi2  

肌 共  こう1，097  こう，5ニニ丁   b．Ull  1b，1」5J  5b，768  ・1こう，728  11，1b2  1．713  56，bO3   165  378，051   

済  寒細 見i昂l 。   ム：i．2   5．4   1L〉b．3  △2．3   11．3   ∠ゝ1．9   0．6  ∠△8．0  △1．b  44二三8．6   2．7  

差が生じた  
主／f要きl   摩坪f宮川  

憶F   憶F   億耳   背F   憬F   J苦F   ニ ●   僧F   僚F   惜F   暦軍  
札  実績  2．H65   178   1∴うぅリ   54b  1．948   2∴510  1，45こ2   10～）  ：う，87l   1，078  ：5：う，1とiO   

亨  諷1重し   ご，H7こi   1リこう   510   51と弓  4，094   ご∴i45  l，411   5リ  こi．Hl冒   ご75  ニう2，ご（う3   

♯  芙緒 苧一挿し   ム0∴う  亡△7．d   1〔）6．6   5∴う   20．9   ∠′へ、1．5   コ，7   84．b   1．1  291．5   ご．8   

済  差′うー生した  
主な要田  

・〕車鞘t回り  

㌢号⊥   〕ぎト」こ   兆ト1 兆ト1二   兆巨   兆上   プE十   兆」⊥   兆」」   兆L」   射＝十  

実絹雅子一一  1．9  し0．6」   l．7  L4．こi］   0．1   ：う．9   0．1   i．1  「0．2「   二12．01  

些  ご．1  0．ご   1．7   4．0   0．1   4．0   0．1   1．ご  ∴0．ご   10．8   

民 牢  実績 諷湧し ▲u   △5．8  ニ43．6   ∴ご．1   7．5   ∠二15．8  △二j．8   ：j」．1  ∠二：う∴う  △19コ，3   11．こう   
・納付幸ノ低1▼  ・1重用モ＝司りし′〉  

金  若か生した  ⊥阜  
主／ご要田  胃1虔こり」阜  

】71¶・b、穴r  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

3 財政指標の実績と将来見通しの比較   

（1）年金扶養比率  

平成17年度の年金扶養比率は、厚生年金、国共済＋地共済は、私学共済は実績が   

将来見通しを上回り、国民年金は下回っている（図表3－3－1、3－3－2）。国共済及び   

地共済別にみると、国共済、地共済共に実績が将来見通しを上回っている。  

厚生年金、国共済＋地共済、私学共済で実績が将来見通しを上回ったのは、厚生   

年金は、分母の老齢・退年相当受給者数が将来見通しを上回った割合よりも、分子   

の被保険者数が上回った割合の方が大きかったため、国共済＋地共済は、分子の被   

保険者数が将来見通しを下回った割合よりも、分母の老齢・退年相当受給者数がド   

回った割合の方が大きかったため、私学共済は、分子の被保険者数が将来見通しを   

上回り、さらに分母の老齢・退年相当受給者数が下回ったためである（図表3－3－3）。  

図表3－3－1年金扶養比率  

厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済  私学共済  国民年金  
年度末  

実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算   

平成  

15   3．19   3．28   2．05  1．81  2．15  6．46  3．07   3．1   

16   3．10   3．15   1．98  1．77  2，06  6．15  2．97   3．0   

17   3．04   3．04   1．92  1．92   1．75  1．74   1．99  1．99   5．86   5．70   2．88   2．9   

18   2．92  1，86  1．70  1．93  5．40  2．8   

19   2．79  1．78  1．65  1．84  5．09  2．7   

20   2．66  1．70  1．59  1，74  4．72  2．6   

21   2．53  1．62  1．55  1．64  4，40  2．5   

注1 財政再計算との比較のため、実績は受給者ベースで 算出している。  

注2 国民年金については、分子を第1～3号被保険者数、分母を老齢基礎年金等受給者数として算出した「  

注3 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

l対表3【3－2Z 年金扶養比率  

1う 圧 I; いく 用 ごり コ】   

柱 人線は実続、細線は巾計算の伯である  

図表3－3：〕年金扶養比率  

厚′巨牛金   【に  1J済十拙！  済   附杜済  
項Ir               て  ＼   こ㌔i…てて】 ‡i二「 判′†  

．（1」   ． トご（． 

辛戌  
卜倒＝机上辛   1う  二う．1り  ：う，コH  、0．（）リ   ＝、ご．7  」，（）う  1．パ1   
い去二i、rT賞′、、－∴  

：う．川  ：！．1う    り．（）5   1．（1  1．～）H  l．77   

（＼ ＼．1    ：ミ．t）1 ：i．（）1   0．（）1  0．：i  1．リコ  l．り」   0．（）1  （）」う    1，75  l．71  0．01  0，（う  

十戒  【1ノ」人 【卜I．‘ノ、  ∩り人   「・ノ、  「ノ、  「ノ＼  「人   丁▲ノ、  「一ノ＼   

被保険首類    こう2．1  こi2，巳  、、0．1  ∠二：ゝり」う  ′l，コ12  1，りリ1  

こうコ．う  ：う巳」う  （）．コ  0．7  l，川7  1，りH（i  

二うこう．り  ：う2」ミ  0．7  こ2」う  1，151 1，1（iう   11 ム0」う  1，OHコ 1，07：ミ  リ  0．し）  

＝ノノノ、 ＝リノ、  】1」ノ＼   「人   「人   「ノ、  「ノ、  「、  「ノ、   

甘酢・iよ川  1（）．1  リ．H  り，コ  ご．う  コ，071  （うOl   

川り仁よキ′i占たk  10．1  川J〉  （）．」  巳」i  ∴l二三1  （il：i   

1’ノ   17  1（）．リ  1り．1i  什コ  コ．0  コ，1うH  ∴171 ∠：ゝ】こう  へ＼、0．h    （ilト；  （う1（う  
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（＼二    1，51（）1，1うう  二、1う  1．（）  7〔1  7ト音  ムト2   1．5     2仁コ  」二う．リ   0」！  1」う   

】1′之：7、／†賞ノ＼－ノソ）丁卜1雄、勘Lニト：rトろ  

汗ご 巨＝UI恕二／∴ ごいJJ′｛弟1＼：りJ・牲困窮打数∴川キと▲附▲〔碓イト侶卜三三′描敷t二し∴てて川1t  

汗り 日代済」地代済（ノ）ノJニ織∴  Jしで†空叛理r諒∵こ帆子†  

ー109 －   



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（2）総合費用率、独自給付費用率  

（総合費用率）   

平成17年度の総合費用率は、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済、いずれも実   

績（実績推計）が将来見通しを上回った（図表3－3－4、3－3－5）。平成17年度の将来   

見通しにおいては、全ての制度で総合費用率は保険料率を上回る見込みであったた   

め、保険料率との差は将来見通しより拡大した。国共済及び地共済別にみると、い   

ずれも実績が将来見通しを上回っている。厚生年金は、平成15～17年度のいずれも   

実績（実績推計）が将来見通しを上回っている。総合費用率の差を平成17年度につ   

いてみると、厚生年金で0．3ポイント、国共済＋地共済で0．2ポイント、私学共済   

で0．2ポイント、それぞれ実績（実績推計）が将来見通しを上回った（図表3－3－6）。   

実績（実績推計）が将来見通しを上回る結果となったのは、厚生年金は分母の標   

準報酬総額が将来見通しを上回った割合よりも、分子の「実質的な支出一国庫・公   

経済負担」が将来見通しを上回った割合の方が大きかったため、国共済＋地共済は   

分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見通しを下回った割合よりも、   

分母の標準報酬総額が将来見通しを下回った割合の方が大きかったため、私学共済   

は分母の標準報酬月額が将来見通しを下回り、さらに分子の「実質的な支出一国庫・   

公経済負担」が将来見通しを上回ったためである（図表3－3－6）。  

図表3－3－4 総合費用率  

厚：生年金  国共済＋地共済  国共済  共済  私学共済  

年度  
実績  実績 推計  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算  実績  再計算   

平成   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   
15  17．3 18．1   17，8  15．1  17．4  1／1．4  11．3   

16  17．8 18．8  18．2  15．8  17．1  15．4  11．5   

17  17．8 18．8 18．5（18．4）    16．4 16．2（16．1）   16．7 16．5（16．5）   16．2 16．1（16．0）   11．8 11．6（11．6）   

18   18．8（1臥7）  16．5（16．4）  17．1（17．0）  16．3（16．2）  11．8（11．7）   

19   19．0（18．8）  16，8（16．7）  17．5（17．4）  16．6（16．5）  12．0（11．9）   

20   19．3（19．1）  17．3（17．2）  18．0（17．9）  17．1（17．0）  12．3（12．2）   

21   18．8  17．6  18．1  17．4  12．0   

注1 厚生年金の実績推計に一ついては、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注2 再計算の平成17年度以降の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、  

平成16年改正後の引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注3 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した‖  
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図表3－3－5 総合費用率  

‖ ＝  

2：う「   

－－●－一一－－ 、  

将来見通し  
実績   

バ 」  

15  川  17  1ト；  用  2り  コ1  

隼ノ豆  

注 太線は′五紙（実績推計）、細線は再計算結果に1（成16年改正後叫甘峠・公経済負担引1二   

げを反映したノ川「値である 

（独自給付費用率と基礎年金費用率）   

総合費用率を独白給付費川率と基礎年金費川率に分け、それぞれ将来見通しと比  

較してみると（匝1表3¶3－6）、   

厚生年金は、平成15～17年度において、総合費用率、独白給付費用率のいずれ  

も将火見通しをH司っているが、基礎牢金費川率は平成15年度、16年度は将来  

見通しを下回り、平成17年三度はほぼト司程度となっている 

国共済＋地共済は、、巨成17年度の総合費用率、独白給付費用率、基礎年金費用  

率のいずれも将来見通しを＝‖Iっている。これは標準報酬総額が将来見通しを1こ  

回ったことによる影響が人きい。国共済及び地共済別にみると、国共済の基礎年  

金費川平を除いて総合費用率、独＝給刊費用率、基礎年金費川やのいずれも将来  

見通しを卜回っている 

私学共済は、総合費用率、独仁摘合付費用率、基礎年金費用率のいずれも将来見  

通しをと回った。  
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図表3－3－6 総合費用率、独自給付費用率、基礎年金費用率  

厚生年金   国共清一地共済  
再貴 

項目  年度        実績：実警計：再芸簑l ≡（せノg   ‥心′せ   
平成   ■滝  ）  りイ〕  ％  【パー  l施  

17．3  18，1  17．8  0．3  1．9   15，1  

総合費用率  17．8  18．8  18．2  0．6  3．1   15．8   

（Xノ′w：く100）  

17・8  18・8  （0・3）  （1・9）   16▲4  

（）  （）  
（0▲2）  （1・4）   

独自給付  
12．6  13．4  12．9  0．5  4．0   11．8  

12．9  13．9  13．3  0，6  4．7   12．4   

（ヽ7′ノⅥ7ylOO）  12．9  13．9  13．5  0．3  2．5   12．9  12．8  0．1  1．1   

基礎年金  
4．7  4．7  4．9  △0．2  △3．6   3．2  

4．9  4．9  5．0  △0．0  △1．0   ：i．5   

（ZノW．ylOO）   

17   4・9   4・9  （0・0）  （0・1）   3・4  

（）  
（0・1）  （2・8）  

（）  

平成  ■■  ■■  ＝  ■■   億円  億円  億円  
25．2  26．4  25．7  0．7  2．8   45，097   

総合費用  26．1  27．6  26．5  1．1  4．2   46，961   

（Ⅹ）  

26・4   27・9  （0・8）  （3・1）   

（）  
47，968 （芸≡温（△4日4） （△1・0）   

18．4  19．5  18．6  0．9  4．9   ：i5，460  
独自給付  

＝こj＝  18．9  20．4  19．3  1．1  5．7   36．706   

（Y）  19．1  20．6  19．8  0．臼  3．8   37，962  38．478  △516  △1．3   

6．9  6．9  7，1  △0．2  △2．8   9，637  

基礎年金  7．2  7．2  7．2  △0．0  △0．0   10，256   

（Z）  

7・3   7・3  （0・1）  （1・3）   10・006   
（）  

（：il） （0・3）   

標準報酬  145．9  145．9  144．6  1．3  0．9   299，324  

総額  146．9  146．9  145．5  1．4  1．0   296，696   

（W）  17   148．7  148．7  146．9  1．8  1．2   293，270   300，427  △7，156  △2．4   

国共済   地共済  

差      割合   実績     再計算  差      割合  
項目  年摩        実練     再計算                                   ①       ②  ①②   （（彰②）／（身   ①      ②  ①② ・（①②）′′②   

平成   （拡  l施  ‘施   【‰  【滝  l冥，  ■‰  
17．4   14．4  

総合♯用率  17．1   15．4   
（XノⅣ㌧100）  

16・7  （0・3） （1・7）   16・2  （）  （0・2） （1・3）   

（）  

独自給付  
13．7   11．3  

13．2   12．1   

（ヽ’′vJXlOO）  12，9  12．6  0．3  2，4   13．0  12．9  0．1  0．7   

基礎年金  3．7   3．1  

3．9   3．3   
（Z′ノⅥ’米100）   

1 17 3・9  （0・0） （△0・6）   3・3  
（）  （0・1）  （3・9）   

（）  

平成   億円  億円  億円  ％   億円  億円  億円  （‰  

12，334   32，763  

総合費用  12，118   34，843   
（Ⅹ）  

（231） （2・0）   11，822 （；）   36－147 （喜呂ぷヲ）（△715） 
（△1・9）   

9，736   25，725  
独自給付  

9，331   27，374   

（Y）  9，094  8，853  241  2．7   28，868  29，625  △757  △2．6   

基礎年金  
2，599   7，038  

2，787   7，469   
（Z）  

2，728  （△0・4）   7・278  
（…渇 （△10）  （）  （42） （0■6）   

標準報酬  71，088   228，2：i6  

70，717   225，979   

（W）  17   70，654  70，460  194  0．3   222，616   229，967  △7，351  △3．2   
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私学♯済  
碩弓  年嗜      実績      再計算  差       割合  

l  せしヨ′   （し卜し皇）こラ  

平成  
15   11」う   

総合乗用車  ＝．5   

（Xll’・川0〉  

11・H  （0・2） （2・1）   

（，   

8．0  
独自給付  

H．0   
；ヽ■ Ⅵ∵・汗Ol  H．2  H．1  0．1  1．コ   

：15  
基礎年金  

：j．コ  

こi．5   

LZll’－ 川0）   

こ～・6  
（）  （…  （‘i・1）  

王城   傍竿  億円  億「二；  

コ，9：う6   

総合費用  ：う，0ニうこう   

‡＼十  

3▼1コ5  （）  （コ7）  
（0・～｝）   

2．093  
独自給付       ロ  
費用  2，1（）1   

（ヽ▼）  2，1わ1  コ，1Hl  l  O．0   

84：ヱ  

基礎年金  9こぅ2   

（Z〕   

17   9・13   

） 
（コh）  （2・リ）   

26，076  
標準報酬 総額  田 †卜  26，263   

（Ⅵ’）  17  26，」95  26，HO7  △こi12  ′＼1．コ   

注1厚生年金の実績推計にノ）い口i、用語解説厚生年金の実績推計＿の項を参照のこと。  
注2 基礎年金費用の実績値げ）算出に恥、る基礎年金拠出金は決算ベース叫直であるし  

注：う 再計算の平成1「7年度♂〕（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に／ついて、平成16年改正後の引上げ分を反映した  

加工値であり、年金数理部会にて推計した。  
注一i総合費用とほ十実質的な支出国庫・公経済負担」Lr）二とで、総合費用率の算出に使用される  

桂5 独自給付費用とは「実質的な支出国庫・公経済負担基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分を除くトげ）二とで、  
独自給付費用事の算出に使用される  

注6 基礎年金費用とは「基礎年金拠出金（同庫・公経済負担分を除く）＿げにとで、基礎年金費用率の算出に使用される 

注7「国共済⊥地共済の実績についてほ、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成嘩   
（3）収支比率  

被用者年金の収支比率は、平成17年度において、厚生年金、国民年金は時価ベー  

スで、国共済＋地共済、私学共済は簿価ベースで将来見通しを下回った（図表3－3－7、  

3－3－8）。特に厚生年金、国民年金は将来見通しでは100％を超えていたが、実績（実  

績推計）では100％を下回っている。国共済、地共済別にみると、国共済、地共済  

共に将来見通しを下回っている。厚生年金、国民年金は、平成15～17年度において  

も将来見通しを下回っている。  

将来見通しとの差を平成17年度についてみると、厚生年金が25．1ポイント（実   

績推計88．9％、将来見通し113．9％）、国共済＋地共済が14．4ポイント（実績85．0％、  

将来見通し99．4％）、私学共済が17．6ポイント（実績74．0％、将来見通し91．6％）、  

国民年金が17．7ポイント（実績87．6％、将来見通し105．3％）それぞれ実績（実績  

推計）が将来見通しを下回っている。  

厚生年金、国共済＋地共済、私学共済、国民年金で収支比率が将来見通しを下回  

ったのは、分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」は各制度により将来見通し  

を上回ったり、下回ったりしているが、分母の保険料収入額と運用収入額の合計が、  

分子の変動割合より大きく将来見通しを上回ったことによる（図表3－3－9）。特に各   

制度とも平成17年度の運用収入が将来見通しを大きく上回っている。  

図表3－3－7 収支比率  

厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済  私学共済  国民年金  

年度                     実積  実績推 凶  再計算   実積  再計算   実績  再計算   実積  再ぎ十算   美積  再計算   実積  再吉十算   

平成   ％   ％  ■滝    ％  ％   l‰  ％   十㌧  十㌧   ％  lごも   l滝  l沌   

15  l17．2  91．5  9とi．0  89．3  86．2  97．6   

［98．3］［97」］ 111．3    ［78．0］  ［91．3］  ［70．2］  ［82．8］  ［鵬．7］ 104．2  
16                       123．8  94．7  98．3  9こi．5  86．8  103．1   

［112．7］［113．6］ l15．9    ［86．3］  ［96．9］  ［83．1］  ［78．6］  ［95．6］  108．0  
17                        120．8  85．O  t）9．7（99．4）   弧O 100，0（99．7）   82．7  99．6（99．3）   74．0  91．9（9l．6）   109．0   
［90．4］［88．9］114．3（113、9）    ［60．3コ  ［79．1］  ［55．9］  ［65．5］  ［87．6］106．4（105．3）  

111．5（110，8）  9こi．9（93．5）  98．1（97．b）  92．6（92．2）  85．8（85．3）  105．2（103，0）   
19   108．9（107．9）  92，1（91．5）  97．8（97．0）  90．4（89．9）  82．9（82．1）  104．7（101．3）   
20   106．1（105．1）  90．4（89．8）  97．6（96．8）  88，3（87．8）  80．5（79．7）  104．4（100．9）   

2l   100．7（100．6）  88．8（88．8）  96．6（96．5）  86．6（86，5）  75．0（75．0）  85．3 （85．0）   

注1【】は、時価へ－ス叫直である  

注2 各共済の時価／＼－スは、時価ヘーースび）遠別文人（参考値）を基に算出した1）リ）である  

注3 厚生年金ノ）実績推計に／〕いては、躍誇解柁「厚生年金ぴ）実積推計」し′）項を参照レ）二と  

注4 再計井の平成17年度以降… ）叫び）数値は、基礎年金拠出金に係る匡闇・公経済負担∴／）いて、平成1b牢改正後ソ）引上げ分を反牒した加工値てあり、年金数理部会にて推計した  
注5 「国共済＋地共済J〔／）実績についこは、年金数理部会にて推計した  
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図表3－3－8 収支比率  

、ヽ  

、－－へ 

、jフー丁 川】1∴ナ““へ11」－叫㌦“ 、～「  

＼＼＼ 
＼・→、 、、  

夫績  

将来几適L  

う（）  

1「i  川  1丁  】H  lt）  ごり  二1  

イドJ■と   

注 太練は実績（尖績推計）、細線は直言仁算結果に平成16年改正後の匡腫・公経済負担引上げを   

反映した加工伯であるり  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－3－9 収支比率  

厚生年金   国共済＋地共済   国共済  
…（①観′②  業績：再計算   差 ；‘割合  実練：再計算   差 ： 割合     ①   ②  （む②：任）②）／②  ①   ②＋l（手彦（㊤②）／ 

項目  年度          実績ぎ実習計…再悪筆l品                            ：②   
平成   ％〉  ％  －％  ％  ％   ％  ％  ％  ％   ％，  ％  （％  ％，  

15  91．5   98．0  

［98．3］［97．1］111．3 △14．2  △12．8  ［78．0］   ［91．3］  

16   94．7   
収支比率  

98．3  

（X／WxlOO）  ［112．7］［113．6］115．9  △2．3  △2．0  ［86．3］   ［96．9］  

17  120・8  
114．3   

85・0  99．7（△14■4）（△14・5）  93・0 100．0（△6・7）（△6▲8）  

［90．4］［88．9］（113・9）（△25．1）（△22．0）  ［弧3］（99・4）（△39．2）（△39．4）  ［79．1］（99・7）（△20．6）（△20．6）   

平成   兆円   兆円   兆円   兆円  ％  億円   儒円   億円  ％  億円   億円   樽円  ％  

25．2   26．4   25．7   0．7  2．8  45，097   12，334  

総合費用                                                                    26．1  27．6   26．5   1．1  4．2  46，961   12，118   

（X）    26・4 27・9（三言二王）（0・8）（3■1）  47，968（芸≡：≡冒昌）（△484）（△1・0）  11・822（壬壬駄（231）（2・0）   
兆円   兆円   兆円   兆円   （滝  億円   億円   億円    ％  借円   債円   億円    ％  

保険料                                             19．2   20．2  19．7   0．5  2．6  39，907   10，231   

収入    19．5   20．2   20．0   0．2  0．9  39，954   10，218   

（Y）    20・1  21・0  20．8   0．2  1．1  40，389 41，346  △957  ∠＼2．3  10，290 10，249  41   0．4   

兆円   兆円   兆円   兆円    ％  億円   億円   億円    ％  億円   億円   借円    （滝  
15  9，357   2，358  

［6．4］ ［7．0］  3．4   3．6  105．7  ［20，277］   ［3，282］  

運用                                             16   9，643   2，109   

収入  ［3．7］ ［4．1］  2．8  1．3   44．4  ［14，491］   ［2，291］  
（Z）  

: 17 1.R 
：う．0   

16，026 7，383（8，642）（117・0）  2・423 1，372（1・050）（76・5）  

［9．2］［10．4］（3・0）（7．4）（249．8）  ［39，219］（7－384）（31ぷ5）（431．1）  ［4，647］（1，373）（3，27■4）（238．5）   

兆円   兆円   兆円   兆円    ％  億円   意円   音円    ％  頂門  億円  億円   ％  
15  49，265   12，588  

［25．7］［27．2］ 23．1  4．1   17．8  ［60，184］   ［13，513］  

保険料収入                                          16   49，597   
と運用収入   

12，328  

の和  ［23，1］ ［24．3］ 22．9  1．4  6．3  ［54，445］   ［12，509］  

（W）＝Y＋Z                  17  21・9  
23．7   

56・416 48，730（7・685）（15・8）  12，71311，621（1，091）（9・4）  

［29．2］［31．4］（23・7）（7，7）（32．3）  ［79，609］（48・730）（30，878）（63．4）  ［14，937］（11・621）（3，315）（28．5）   

平成  
15  0．19   0．19  

［0．25］［0．26］ 0．15  0．11  74．8  ［0．34］   ［0．24］  
運用収入の    16   0．19   0．17   

運用収入の和  ［0．16］ ［0．17］  0．12  0．05   36．5  ［0．27］   ［0．18］  
に対する割合  
Z／（Y＋Z）                  17  0・08  

0．13   
0・28 0．15 （0・13）（87・5）  0・19 0．12  （0・07）（61・4）  

［0．31］［0．33］（0・13）（0．2）（163．9）  ［0．49］（0・15）（0．34）（225．1）  ［0．31］（0・12）（0．19）（163．4）   
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

地共済   私学共済   国民年金  
項目  牢度          実績再計算  董 ：割合   実緒：再計算  羨：割合  実績：再計算   差 ■ 割合  

1  巨甘！り逗＼）ノ皇  了  サ  j、、・：三 （1ニラ：）′遼て  耳   ′す  二し）な、・り二之∴）／ぷ  
正成  ノり  

（1（l  

15  柵．コ  97．b  
r70．封   「H巳．H］   折．71 1（けご ハ．18．5  △17．8  

16  H6．H   10：ミ．1   

収支比率  こ8：う．1］   二7日．6」   （X／′wxlOO）  凍痛」108．0 △12．4  ∧11．5  

冒コ▲7   9～）．6 拾16・（i）（△16・7）  7も0   軋～）仏17・6）仏19▲コ）  109・0  
106．4  

［55射 （99Jう）仏4：う．4）（△4：う．7）  ［帆5］（91・（う）（△26．0）（△コ8，4）  ［87．b］（105」う）仏17．7）（△16．冒）  

平確   借R   億コ三   唱甲   借円   ノ軒丁；  侶円   兆円   兆円   兆ニーヨ  
：うコ，7（1こう   コ，9こう6   コ．1   コ．コ  ／＼0．1   △～ま．8   

総合費用    ：う4，84：う   ：5，0：i3   
（×）  

2．1   二三」う  ハ）0．コ   ∠18．9  

＝う6・147： 

（） （‘′へゝ715）仏1・9）  ：う▼125（三…：ム呂…）（コ7）（0・9）  2・‥う（三二三）仏0・1）（∧4・4）   
儒F］  楕円   借「1  借「二］  億円   将軍  兆円   らに彗   兆円    1  

保険料                                 コ9，677   2，7：j6   2．0   1．9    0，1  5．0   

収入    コ9，7こi5   2，758   1．9    ニヱ．0  ∠＼0．0   △1．6   

（Y）    ニう〔川99 31，097 △998  △こう．コ  2，月65  コ，昌7Lう   J17   ∠＼0∴う  1．9    2．1  ∠△0．1  ／ゝ5．R   
億甲   信「一］  楕円  億円   借「て］  博H  兆円   兆羊   兆円  

15  670   0．コ  

1亡），J9う1   日09］   0．41  0．2   0．2  110．0  

運用                            16   7：うH   0．1   

収入  〔1コ，コ00」   し1，10：う］   「0．こり  0，コ   0．1   53．1   
（Z）   

17  1こ与・（湖 6，011（7，592）（12…）  1J∬9   510  （錮9）（166・5）  0▲1 0．2  

［34，う73」（6，01ご）拙561） （475．1）  Ll，90：う］（510）（1，393） （27：＝）  ro．6］（0▲2） （0．5）（243．2）   

1平   借円   憶1  儒巧  億甲   億円   儒円     －シり  JE円  J三門   兆円     り；，   
15  3，406   2，1  

［46バ72］   L：i，5▲15］   ［2．41  2．1  0∴う   15．H  

保険料収入   16   こぅ，∠195   コ，0   
と運用収入  
の和  「41，〕35］   Lこ∋，860j   L2，2」  コ．1  0．1  2．9  

（W）＝Y＋Z                  17  4：うJ703 37，10H（6－59・4）（17・8）  4・225  3，383 （H42）（24・9）  2・1  
ユ3  

64，う72」（：う7IlO9）（コ7，弧う）（74封  L4，768」（こiJ淵）（1J用6）（41．0）  L2．6］（2」ミ） （0」う）（15．0）   

平成  

15  0，20   0．07  

Jc．3仁）1   ［0．コ3」   二0．19」  0．10  0．OH   81」う  
運用収入の  
保険料収入と    16   0．21   0．05   

運用収入の和  ［C．コ別   ［0．29］   ［0，1コ1  0．OH   o．04  、i8．9  
に対する割合  
Z／（Y＋Z）                 17  0■31 0．16 （0・15）（92■l）  0・3コ  0．15 （0・17）（113・4）  0・07  

r）．08  

ro．53］（0・1h）（0．こう7）（2：う00）  こ0∴10］（0・15）（0．コ5）（164．7）  し0．25」（0・08）（0，17）（198．5）   

注1厚生年金の実績推計に一）いては、用語解説「厚生年金の実績推計」〔ハ項を参照ゾ）二とし  

注2［］ほ、時価ベース叫直である なお、平成15、17年摩の厚生年金・国民年金の実績明［］叫直ほ、旧年金福祉事業l酌、し－〕ゾ）承継資産に係る損  
益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベーースで評価Lた阜，〃〕である 承継資産に係ろ損益分の厚生年金・国民  
年金ノ＼ゾ）按分ri、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により接分することに［り行っている  

往こ主 各共済の時価ノ＼＼∵一：柑〕運用収入は、年度末積立金げ）評価損益の増減分等を加減して算出した参考値てある 

桂1再計算の平成17年度州）内げ）数値は、基礎年金払出金に係る国庫・公経済負柳二ついて、平成16年改正後の引1二げ分を反映Lた加工値て  
舟川、年金数理部会にて推計Lた  

注5 国共済十地共済（／）実績に／〕いてH、牛金数理部会にて推計Lた  
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（4）積立比率  

平成17年度の積立比率は、厚生年金、私学共済は、実績（実績推計）が将来見通  

しを下回り、国共済＋地共済、国民年金は上回った（図表3－3－10、3－3－11）。国共  

済及び地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを下回っているが、地共済は  

上回っている。厚生年金は平成15～17年度のいずれも実績（実績推計）が将来見通  

しを下回っているが、国民年金はいずれも上回っている。  

これは、厚生年金、私学共済は、分子の前年度末積立金が将来見通しを」二回った  

割合よりも、分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見通しを上回った  

割合の方が大きかったため、国共済＋地共済、国民年金は、分子の前年度末積立金  

が将来見通しを上回り、さらに分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来  

見通しを下回ったことによる（図表3－3－12）。  

図表3－3－10 積立比率  

厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済  私学共済  国民年金  
年度  美禰  実績稚 言十  再計算  実績  再計算  美積  再吾十貰  実練  再亨十算  実績  再計算  実練  実績推 計  再計算   

平成  惜   借  儒    借  借   借  儒   儒  儒   惜  儒   惜    借  惜   
15  10．2  7．0  11．4  10．7  4．8  

［5．2］［6．6〕  6．8    ［10．0］  ［7．1〕  ［11．2］  ［10．8］  ［4．6］［5．5〕  5．3  

16  9．9  7．2  10．9  10．5  4．7  

［5．2］［6．3］  6．5    ［10．0］  ［7．3］  ［10．9］  ［10，6］  ［4．6］【5．6］  4．9  

5．2  9．7  9．6（9．6）   7・4  7．5（7．5）   10．5 10．2（10．3）   10▲3 10．3（10．3）   4．3  

［5．2］［6．1］ 6．2（6．2）    ［9．9］  ［7．5］  ［10．7］  ［10，6］  ［4．3］［5．2］ 4．6（4．6）  

18   5．8（5．9）  9．3（9．3）  7．1（7．2）  10．0（10．0）  10．1（10．1）  4．1（4，2）   

19   5．6（5．6）  9．0（9．1）  6．9（7．0）  9．7（9．8）  9．9（10．0）  3．8（3．9）   

20   5．3（5．4）  8．7（8．8）  6．6（6．7）  9．4（9．5）  9．7（9．8）  3．6（3，8）   

21   5．3（5．3）  8．7（8．7）  6．5（6．5）  9．4（9．4）  10．2（10．2）  4．2（4，3）   

注1［］は、時価ヘースの値である，  

注2 厚生年金、国民年金の実練推計については、用語僻朋「厚生年金の美禰推計」（ハ項を参照げ）こと  

注3 再計算の平成17年度以降の（ ）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後〝）引上げ分を反映した加工値で  
あり、年金数理都会にて雅言十した  

庄」 「国共済＋地共済」（′）美綺についてごi、年金数理都会にて推計した 
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図表3－3－11積、】／二比率   

情  
1ニミ  

H T  

一 い∴ll‾  ＿  

尖績  

いI代車余  

将来見通し  

隼度  
15  川  17  川  Ⅲ  20  21  

注 太線は美績（尖績推計）、細線は再計算結果に平成16年改正後の同庫・公経済負担引上げを   

反映した加⊥値であるこ、  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－3－12 積立比率  

厚生年金   国共済†地共済  
項日  年度  実績：実習計：  再草  再算  

甘苧¢∴（①竺】怠′′e   l寝〕警官∴（庄空息′鑑   

平成   倍  倍  信  惜  （ゾ、   イ菩  倍  倍  〕  
15  5．5   10．2  

［5．2］ ［6．6」  6．8  △0．2 △2．7   ［10．0］  

積立比率  5．3   9．9   

（Y／X）  ［5．2］ ［6．3］  6．5  △0．1 △2．1   ［10．0］  

17  5．2  ●  

［5．2］［6．1］6．2（6．2）（△0．1）（△1．0）   ． ・・・・ 喜  
平成   兆円  兆円  ソ覧円  兆円  ％   億円  億円  億円  （｝ム  

25．2   26．4  25．7  0．7  2．8   45，097  
26．1  27，6  26．5  1．1  4．2   46，961  

26．4  27．9  27．1（27．1） （0．8） （3．1）   47，968  48，565（48，452）（△484）（△1．0）   

兆円  兆円  Jミ円  兆円  －！も   億円          億円    條円     ％  
15  461，405  

前年度末  ［132．1］［174，1］   174．1  0．0  0．0   ［452，706］   
16  465，235  

＋ヽ十一  

［135．9］［174．6］  171．3  3．3  1，9   ［467，780］  
田   

［138．2］［171．1］ 167．5   3．6  2．2   ［  465・0611： 

年度   国共涛   地共済  
項目  実績  再計算  差    割合   実積  再計算  差     割合  

庄〕  官  〔∑②：（甘②）′′②   こ盲二  ②  ①－② ■（（圭官）′′壇 

平成   倍  惜  儒  （払   惜  倍  倍  一塊  
15  7．0   11．4  

［7．1］   ［11．2］  

積立比率                                                    16  7．2   10．9   

（Y／Ⅹ）  ［7．3］   ［10．9］  

17  
10・2（10・3） 

［］ 7・5（7・5）芸3：三喜呂二三   ］ 

平成   借円  債円  億円  ％   億円  億円  億円  ％  

12，334   32，763  
12，118   34，843  

11，822 11，621（ll，591） （231） （2．0）   36，147  36，943（36，861）（△715）（△1．9）  
一   

億円  億円  億円  ％   億円  催円  債円  施   
15  86，747   374，658  

前年度末  
［86，986］   ［365，720］   

16  86，938   378，297  

（ヽr）  

［88，175］   ［379，605］  

17  △   

［   87・175   
377・886 ：  

年度   私学共済   国民年金  
項目  再算  再算  必至息，盲（エ，竺」怠′′②  実績：実習計；  lせ竺せ主（貞ぞ一息（李   

平成   愕  惜  倍  －‰   信  倍  倍  借  ％  

15  10．7   4．8  

［10．8］   ［4．6］［5．5］  5．3  0．3  5．0  
積立比率                                                            16  10．5   4．7   

（ヽr X）  ［10．6］   ［4，6］［5．6］  4．9  0．7  14．3  

田  10・3（10・3）（（  4．3  
［］ ［4．3］［5．2］4．6（4．6）（0．5）（11．6）  

平成   億円  借円  借円  ■施  兆円    メミ円  ⇒三円  Jミ円  （払  

2，936   2．1  2．1  2．2  △0．1  △4．8  

3，033   2．1  2．1  2．3  △0．2  △8．9  

3，125  3，108（3，098） （27） （0．9）  2．3  2．3  2．4 （2．4）（△0．1）（△4．4）   
億円  億円  億円  ％  兆円    ソミ円  卓ミ円  兆円  ％  

15  31，368   9．9  
［31，625］   

前年度末  ［9．5］［11．4］   11．4  0．0  0．0   

16  31，802   9．9  

（Y）  

［32，242］   ［9．7］［11．7］   11．3  0．5  4．0  
17  9．7  

［］  31，9881ぷ  ［9．7］［11．7］ 11．0   0．7  6．7   

注1［］は、時価ベースの値である【  

注2 厚：生年金、国民年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計の項を参牒け）二と 

注3 再計算の平成17年度の（）内げ）数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映した  

加工値であり、年金数理部会にて推計した。  

注4 総合費用とは「実質的な支出 国庫・公経済負手1のことで、積立比率の算出二慣用される′  

注5「国共済†地共済 の実緯については、年金数理部会にて推計した′  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

4 積立金の実績と将来見通しとの帝離の分析   

本節では、被用者年金について、 平成17年度末の積立金の「実績」が「将来見通し」   

と乗離した要凶を分析する。積立金はそれから生ずる運用収入が活用され、また、平  

成16年の改正後は、その取り崩しにより、将来世代の負担を軽減する役割を担うもの   

で、実績と財政計画上の将来見通しとの蔀離は、将来世代の負担の軽減度合いを変え、   

年金財政に影響を与える可能惟がある。ただし、例えば積立金が将来見通しをF回っ   

ても、支山等も同じように下回る結果、保険料率引卜げ計画の修正が必要でない場合   

も考えられるので、将来見通しと某があれば、そのすべてが年金財政に影響を与える   

というわけでは必ずしもない。  

公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金ヒ昇率に応じて増減するこ   

とから、運用利「口lりを財政計画上のものと比べる際は、運用利回りが名目賃金L昇率   

を上二回る分で比較することが適当であると思われる注1。運用利回りが名目賃金卜昇率   

を上回る分のことを以下‘「実質的な運用利回り」、また、元の運用利回りの方は対比の   

意味で「名目運用利回り」ということにする。このとき用いる名目賃金上昇率は、年   

金額に連動するものという意味で、年齢構成等の変動による影響を除去した後の一人  

、当たり標準報酬月額の増減率を用し、る。   

積立金は毎4ト度の収支残の累積であり、人［］要素注2、経済要素注2など収支を左右す   

る要素はすべて積、ト金の水準に影響を与える。そのため、積、t金の実績が将来見通し   

と乗離する要因は多岐にわたることになる。以下では、運用利lロ1りが人目要素と無関   

係で経済要素のみに左右されるものであること、人口要素はもっばら運用収入以外の   

収支残に影響するものであることに着「1して、乗離をまず、  

○運用利回りが見通しと異なったことで発生した承離  

○運用収入以外の収支残が見通しと異なったことで発生した乗離   

に大別して、席離が牛じた要因を探っていくことにする。  

なお、積立金や運用収人については、簿価ベース、時価ベース両方の数値があるが、   

時価ベースの数値もできるだけ取り入れて分析した。  

托1 実質的な運用利回り＝（1＋名目運用利回り）／（1＋名目賃金上昇率）－1  

用語解説「実質的な運用利回乃」（J）項を参照のことしつ  

注2 人「］要素には将来人［」、死亡率、被保険者数見通し、失権率、脱退率などがある。経済要素は  

主に名目賃金ヒ昇率、物価上二昇率、名目運用利†口川である。  
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